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沼津市入札監視委員会 令和５年度 第２回定例会議 議事録 

 

１ 開催日時及び場所 

  令和６年３月 21日（木） 午前 10時 30分から 11時 40分まで 

沼津市役所 ３階 入札室 

 

２ 出席者 

委 員：小川委員、蓼沼委員、土屋委員、角替委員、鈴木委員 

参考人：なし 

事務局：契約検査課 佐藤課長、齋藤課長補佐 

      増田契約係長、上原主任、木村主事 

 

３ 議事概要 

⑴ 令和５年度下期 苦情の申立てについて 

   期間中に苦情の申立てがなかったことを報告した。 

 

⑵ 令和５年度下期 工事請負契約状況について 

   資料に基づき、期間中の「総契約件数」「方式別契約件数」「平均落札率」「随意契約に

より契約を締結した工事の概要と随意契約の理由」「最低制限価格と入札額との差が近接

している工事」等を説明した。 

 

⑶ 令和５年度下期 入札参加資格停止の状況について 

 資料に基づき、期間中の入札参加資格が停止された業者、理由、停止された場合の効果

等を説明した。 

 

⑷ 令和５年度下期 低入札価格調査結果について 

 資料に基づき、低入札価格調査を行った結果、確実に履行できるものと判断し契約を締

結した旨を説明。 

  どのようなことを調査するのか 

  ⇒入札額は設計図書に基づいて積算されているか、必要な経費は計上されているか等 

 

⑸ 抽出事案にかかる審議 

 土屋委員が抽出した事案と、抽出した理由を説明した。※質疑応答は別紙参照。 

  抽出事案に係る入札及び契約の手続等について意見の具申等はなかった。 

 

⑹ その他 

  市内業者への発注割合は 

  ⇒令和４年度の実績では、件数ベースで約 94％、金額ベースで約 88％である。 

 

⑺ 閉会 

   令和６年度第１回定例会議は、令和６年９月に開催する予定である。  
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（別紙） 

質 疑 回 答 

 

制限付 番号 32（入札番号 2033） 

 

令和５年度 狩野川流域下水道関連（沼津

市公共下水道）事業（市単）第７処理分区

マンホール更生工事 

 

 

落札率が 100％で、統計学的にはあまりな

いのではないかと思うが。 

 

 

参加している業者は近隣の業者なのか。 

 

 

予定価格が1,000万円以下だが一般競争入

札なのか 

 

 

地域要件はどのように設定するのか。 

 

 

マンホールの更生工事の専門業者が参加してお

り、過去の発注事例も多く、ある程度正確な積算

ができると考えられる。 

 

本件は、市内に本社または営業所を有する業者を

対象としている。 

 

1,000万円以下は、原則指名競争入札で発注する

が、参加条件として同種工事の施工実績を求めた

ため、制限付き一般競争入札で発注した。 

 

発注工事の規模・内容、市内業者で施工可能な案

件か、実績を求める工事であれば、どのくらいの

数の業者が実績があるかなどを踏まえて、適正な

競争性を確保したうえで、地域要件を設定する。

市内で業者数が少なければ、県内業者を対象、全

国の業者を対象と要件を広げていく。 

 

 

制限付 番号 81（入札番号 1023） 

 

令和５年度 大諏訪地内配水管布設替そ

の２工事 

 

 

鉄道関連の許可や資格を条件としている

が、全国でどれくらい業者はあるのか。 

 

 

 

 

この資格は会社がとるものなのか 

 

鉄道関連の許可や資格は、ゼネコンや鉄道工事を

専門とする業者が取得している。市内に本社があ

るような一般土木の会社は取得していないと思わ

れる。なお、本件は所在地の要件は設定していな

い。 

 

「在来線作業従事員証」は会社に対して発行され

ており、「工事管理者（在来線）」及び「軌道工事
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その資格を持っている人はどれくらいい

るのか 

 

参加業者はどれくらいを見込んでいたの

か 

 

 

不落随契の協議のやり方は。予定価格を示

唆することはできないとは思うが。 

 

 

 

 

 

 

参加者が少なければ、最初から指名競争入

札で行う方が競争性を確保できるのでは

ないのか 

 

 

管理者（在来線）」は個人（技術者）に対して出さ

れるものである。 

 

ゼネコンや鉄道工事を専門とする業者には一定数

取得者がいると思われる。 

 

鉄道関連工事の過去の実績等から推定し、沼津市

の登録業者でも11者程度は入札に参加することが

できる想定をしていた。 

 

２回目の入札で最低価格を提示していた業者が対

象となる。電子入札システムで、見積もりの提出

を最大で２回まで行うこととしている。業者に対

して予定価格を教えることはできないが、目安と

して２回目の入札額が予定価格の 105％程度であ

った場合に、不落随契に移行し、見積書の提出を

依頼する運用としている。 

 

今回の案件は、鉄道関連の資格等は必須であり、

地域要件も全国対象だったので、これ以上参加要

件を緩和することはできない案件であった。なお、

不調になった案件を再度入札にかける場合に、一

般競争入札から指名競争入札に変える運用をして

いる自治体もある。 

 

 

指名 番号 119（入札番号 175） 

 

令和５年度 市道１７６２号線舗装修繕

工事 

 

 

応札したすべての業者が最低制限価格に

近い金額だが、予定価格が高いということ

にはならないのか。 

 

 

予定価格と最低制限価格の差が 50 万円程

度だが 

 

舗装工事の入札傾向は 

 

公共工事は、材料などの標準単価に基づいて積算

しているが、単価の反映にはタイムラグもあり、

市場価格も変動するため、民間の取引価格と必ず

しも一致していない。 

 

最低制限価格の算定式に当てはめると、予定価格

の 90％前後になるケースが多い。 

 

毎年 10件以上あり、同じ工法を採用するものも多

いため、積算も容易であり、最低制限価格も類推
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しやすいと考えられる。入札状況はこの案件の状

況と概ね似ており、最低制限価格付近での応札が

多い。 

 

指名 番号 123（入札番号 101） 

 

令和５年度 沼津市保健センター等電話

交換設備更新工事 

 

 

最低制限価格を設定していない理由は 

 

 

 

 

 

 

解体工事などは、不法投棄の問題もあり、

あまり安いのは危ないのでは 

 

 

 

予算と予定価格との関係は。また、落札額

との差で余った分はどうなるのか。 

 

 

解体工事や機器比率の高い設備工事などでは最低

制限価格を設定していないケースがある。設備工

事では、メーカーなどから機器を調達する場合で、

その機器を安価に購入できれば価格を縮減する余

地が大きいため、最低制限価格を設定しないで入

札を行う場合がある。 

 

最低制限価格の設定の有無は各自治体によって状

況が異なっている。なお、解体工事の施工に関し

ては、建設リサイクル法等の各種法令を遵守し、

必要な手続きや監督を行っている。 

 

当年度の予算措置の範囲内で、工事の設計を組ん

で発注する。設計額＝予定価格となる。入札の結

果余った分（入札差金）は、通常は不用額となり、

翌年度の繰越現金になる。 

なお、道路工事や下水道工事などでは、全体計画

のうちの一部分の工事入札を行い差金が出た場合

などは、事業の進捗を図るために、入札差金分を

増工し、将来施工予定だった工事の一部を前倒し

して施工する場合もある。 

 

 

 


